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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　コーポレートガバナンスが有効に機能することが求められる中、当社では「経営戦略の明確化及び意思決定の迅速化」、「監査機能の強化」

及び「迅速且つ正確な情報開示」が重要であると考え、株主をはじめとした利害関係者に対し、公正でわかりやすい経営を実現するための体制を
整えております。また、当社の全役職員が、企業倫理と遵法精神に基づき、コンプライアンスの徹底に取り組んでおります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

（補充原則4-3-2　CEOの選任）

当社は、最高経営責任者である社長の選任にあたり任意の諮問委員会は設置しておりませんが、取締役会において適切な審議を重ねた上で選
任を行っております。

（補充原則4-3-3　CEOの解任）

当社は、最高経営責任者である社長の解任にあたり明確な基準は設けておりませんが、業績、資質等を総合的に勘案し客観的に解任が適当で
あると判断され得る場合には、取締役会において適切な審議を重ねた上で解任を行うこととなります。

（原則4-10　任意の仕組みの活用）

当社は、経営陣幹部・取締役の指名・報酬について、取締役会の審議により決定するとの考えから、任意の諮問委員会は設けておりません。

（補充原則4-10-1）

当社は、独立社外取締役が取締役会の過半数に達しておらず、特段の委員会も設けておりませんが、経営陣幹部・取締役の指名・報酬などの重
要事項については、独立社外取締役、独立社外監査役等を構成員とした取締役会にて議論されたうえで決議を受けるものであり、独立社外取締
役の適切な関与・助言が阻害されるおそれはありません。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

（原則1-4　政策保有株式）

＜保有に関する方針＞

純投資以外の目的で上場株式を保有するにあたっては、営業戦略上の関係強化による収益獲得が期待できるか、株式を保有することにより中長
期的な収益機会を有するか等、その経済合理性を総合的に判断しております。 また、保有株式に関しては、上記定性面に加え、毎年取締役会に

て個別の投資先ごとに関連する収益や受取配当金等のリターン等を参考に保有意義の見直しを行い、保有意義の乏しい株式については売却を
進めております。

また、当社の株式を政策保有株式として保有する相手先から売却等の意向が示された場合には、売却を妨げないこととしております。

＜議決権の行使＞

保有する上場株式に係る議決権の行使については、当社と投資先双方の持続的成長と中長期的な企業価値の向上に適うか否かを基準に議決

権を行使することとしております。

（原則1-7　関連当事者間の取引）

当社では、関連当事者間の取引については、取締役会での審議・決議を要することとしております。

また、そうした懸念を惹起することのないよう、当社の役員に対して、毎年関連当事者間取引の有無について確認を実施しており、関連当事者間
の取引について管理する体制を構築しております。

（原則2-6　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮）

当社はスチュワードシップ・コードの受け入れを表明している資産管理運用機関に企業年金を委託しております。運用の目標が十分達成できてい
るか、利益相反が適切に管理されているか等を社内専門部門がモニタリングを行い、確定給付企業年金に係る業務状況については、年に一回開
示しております。

また、運用機関から定期的に報告を受けるとともに、スタンスに変更がないかを確認の上、建設的な対話を通じ、スチュワードシップ活動をモニタリ
ングし、課題の改善に向けた取り組みを促しています。

（原則3-1　情報開示の充実）

（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略

中期経営計画を当社ウェブサイトに掲載しております。

（ⅱ）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

上記「1．基本的な考え方」に基づき、コーポレートガバナンス報告書及び有価証券報告書に記載しております。

（ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役会の報酬を決定するに当たっての方針と手続

経営陣幹部・取締役の報酬決定に際しては、株主総会で決議された取締役の報酬限度額、個々の職責及び実績、会社業績や経済情勢、他社動
向、中長期業績や過去の支給実績等を総合的に勘案し、取締役会が代表取締役社長に一任し、決定しております。

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

経営陣幹部、取締役選任にあたっては、会社の各機能、各部門をカバーできる知識・経験・能力のバランス、適正かつ迅速な意思決定のための
適材適所の人材配置の観点等を総合的に勘案し、人材を選定しております。手続きとしては、代表権のある取締役が上記方針に基づき合致した



人材を選定し、取締役会にて決定することとしております。また、実質的に独立性を確保し得ない方は、社外取締役に選任しない方針です。

経営陣幹部、取締役解任提案に当たっては、選任資格に定める資質が認められなくなった場合、公序良俗に反する行為を行った場合、職務を懈
怠することで著しく企業価値を毀損させた場合等に解任を検討するものとし、その手続きとしては、上記を踏まえた上で取締役会にて協議の上決
定することとしております。

（ⅴ）経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名の説明

経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名の説明については、株主総会招集通知にて開示しておりま
す。

（補充原則4-1-1）

当社は、取締役会規則に基づき、取締役会、経営会議、代表取締役、管掌取締役、本部長等の意思決定機関及び意思決定者に対して、決裁、審
議、承認等に関する権限を明確に定めております。

（原則4-8　独立社外取締役の有効な活用）

当社の取締役会においては、独立した中立な立場である社外取締役からの意見を踏まえた活発な議論がなされており、会社の持続的な成長と中
長期的な企業価値向上に資するための実効性を確保しております。

選任状況といたしましては、社外取締役３名を独立役員として東京証券取引所に届け出ております。

（原則4-9　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質）

当社は、会社法及び東京証券取引所が定める基準をもとに、取締役会で審議検討することで独立社外取締役の候補者を選定しております。

（補充原則4-11-1）

当社は、取締役９名、監査役４名を最大数とすることを定款に定めており、経営体制及び取締役会における実質的な議論を確保するために必要
且つ適切な人数で構成することを基本としつつ、取締役会における多様性及び専門性の観点にも十分配慮して決定しております。

当社の取締役会は、各分野において専門知識と豊富な経験を有した者及び女性１名を含む社外取締役３名で構成されており、取締役会としての
役割・責務を実効的に果たすための多様性と適正規模を両立した形で構成していると認識しております。

国際性の面では、海外での豊富な知見や経験を有する者を複数選任しております。

また、取締役候補者を決定するにあたり、幅広い業務領域において、各事業分野の経営に強みを発揮できる人材及び経営管理に適した人材等の
バランスに配慮し、取締役会全体としての知識、経験、能力のバランス及び多様性を確保しております。

（補充原則4-11-2）

取締役及び監査役は、当社の事業内容等を十分理解し、企業価値向上のためその役割・責務を果たすことが求められております。そのために
は、取締役会の出席は欠かせないものと考え、他の企業の役員兼任に関する制限は特段設けていないものの、責務を果たすうえで支障のない程
度にするよう配慮しております。

なお、当社の社外取締役のうち１名は他の上場会社１社の社外取締役を兼務しておりますが、責務を果たすうえでの支障はなく、またその他の取
締役及び監査役においては他の上場会社の役員兼務はなく、その役割・責務を果たすことが可能な体制となっております。

（補充原則4-11-3）

取締役会の実効性評価につきましては、社外取締役、社外監査役を含む取締役会出席者を対象に、アンケート形式で2021年３月期の取締役会
全体の実効性評価を実施いたしました。

その結果、当社の業務執行機関及び監視機関として有効に機能しており、実効性が確保されていることが確認されました。

（補充原則4-14-2）

当社は、社外取締役・社外監査役を当社に迎えるに際し、当社が属する業界、当社の歴史、事業概要、経営理念、経営戦略、中長期経営計画に
ついて研修を実施しております。また、取締役及び監査役が各自所属する団体のセミナーや勉強会において、各人の判断で必要な知識の習得や
更新等の研鑽をしております。なお、その際の費用負担については会社に請求できることとなっております。

（原則5-1　株主との建設的な対話に関する方針）

当社では代表取締役専務をIR担当取締役として選任しており、IR活動に必要な情報は、関係部署から情報収集し、経営企画部で取りまとめており
ます。

株主や投資家に対しては、株主総会にて社長自ら中期計画を説明し、質疑応答により株主や投資家の意見を直接聞く機会を設けるとともに、工
場見学会を実施しております。

また、当社の株主構成を踏まえ、海外投資家に対してもIR担当取締役を中心に積極的な対話を心掛けております。

なお、株主や投資家との対話に際しては、インサイダー情報管理に十分留意しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社タイパック 569,200 8.08

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 409,400 5.81

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 292,708 4.15

RBC IST 15 PCT NON LENDING ACCOUNT - CLIENT ACCOUNT 225,500 3.20

JP MORGAN CHASE BANK 385632 220,100 3.12

大成ラミック取引先持株会 195,200 2.77

大日精化工業株式会社 191,500 2.72

木村　義成 177,800 2.52

CREDIT SUISSE (LUXEMBOURG) S.A. /CUSTOMER ASSETS,FUNDS UCITS 154,200 2.19

大成ラミック従業員持株会 141,400 2.01



支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

１．大株主の状況は2021年３月31日現在の株主名簿に基づき記載しております。

２．株式会社タイパックは2021年５月25日付で変更報告書、2021年６月２日付で訂正報告書が提出されております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

特にありません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 9 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

宮下　進 他の会社の出身者 △

友野　直子 弁護士

鈴木　道孝 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

宮下　進 ○
当社は宮下進氏を独立役員として指定し

ております。

　宮下進氏は、長年にわたり複数の会社にて
代表取締役社長を務められており、経営者とし
ての豊富な経験と幅広い見識をもとに、引き続
き当社の経営を監督していただくとともに、経営
全般に助言を頂戴することによりコーポレート・
ガバナンス強化に寄与していただくため社外取
締役に選任しております。

　また、同氏は、一般株主との利益相反が生じ
る立場になく、独立した立場から、取締役の職
務執行の監督機能強化に寄与していただくた
め、独立役員として指定しております。



友野　直子 ○
当社は友野直子氏を独立役員として指定
しております。

　友野直子氏は、弁護士の資格を有しており、
法律に関する知見を生かした専門的見地から
有用な意見をいただくとともに、人事に関する
経験・見識が豊富であることから、ダイバーシ
ティの推進にも寄与していただけるものと判断
しております。

　また、同氏は、一般株主との利益相反が生じ
る立場になく、独立した立場から、取締役の職
務執行の監督機能強化に寄与していただくた
め、独立役員として指定しております。

鈴木　道孝 ○
当社は鈴木道孝氏を独立役員として指定
しております。

　鈴木道孝氏は、経営者として豊富な経験と幅
広い見識を有しており、当社の経営を監督して
いただくとともに、経営全般に助言を頂戴する
ことによりコーポレート・ガバナンス強化に寄与
していただくため、社外取締役に選任しており
ます。

　また、同氏は、一般株主との利益相反が生じ
る立場になく、独立した立場から、取締役の職
務執行の監督機能強化に寄与していただくた
め、独立役員として指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は定期的に会計監査人から監査状況や監査結果について説明・報告を受けるとともに情報交換を行うなど、連携して監査を行っておりま
す。

　また、当社では代表取締役社長に直結する内部監査室を設置しており、内部監査室は監査役との協議により監査役の要望した事項の内部監査
を実施するなど、連携して監査を行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

小平　修 公認会計士

山口　さやか 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）



k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

小平　修 ○
当社は小平修氏を独立役員として指定し
ております。

　小平修氏は、公認会計士及び税理士として
の専門的な見地及び豊富な経験や実績から、
企業の財務及び会計に関する相当程度の知
見を有しており、独立性の基準を満たしている
ことから、一般株主との利益相反の生じる恐れ
がない社外役員であると判断し、独立役員とし
て指定するものであります。

山口　さやか ○
当社は山口さやか氏を独立役員として指
定しております。

　山口さやか氏は、公認会計士及び税理士とし
ての専門的な見地及び豊富な経験や実績か
ら、企業の財務及び会計に関する相当程度の
知見を有しており、独立性の基準を満たしてい
ることから、一般株主との利益相反の生じる恐
れがない社外役員であると判断し、独立役員と
して指定するものであります。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　当社は、役員報酬制度の見直しに伴い、2015年６月17日開催の第50回定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止するととも
に、新たに業績連動型報酬制度（以下、「本制度」といいます。）を導入いたしました。

　本制度は、取締役の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価変動によるメリット、デメリットを株主様と共有して、当社の
中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意欲を高めることができるものであります。

　本制度は、当社が金銭を拠出し設定された信託が取引所市場等を通じて当社株式を取得し、一定の要件を満たす取締役（社外取締役は除く。）
に対し、その役位及び経営指標に関する数値目標の達成度に応じた当社株式を交付するものです。

　なお、本制度は、2020年６月25日開催の第55回定時株主総会において、内容を一部変更して継続することの承認をいただいております。延長し
た対象期間は2021年３月末に終了する事業年度から2025年３月末に終了する事業年度までであり、当該５事業年度中に在任する取締役に対す
る報酬として、当社株式の取得資金として当社が追加拠出する金額の上限は100百万円となっております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役の報酬に関しては、有価証券報告書及び事業報告において、社内取締役及び社外取締役の別に各々の総額を開示しております。な

お、2021年３月期有価証券報告書及び事業報告において開示している社内取締役の報酬の総額は142,783千円、社外取締役の報酬の総額は

16,020千円であります。



報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社の取締役及び監査役の報酬は、株主総会で承認された各報酬総額の範囲内において、以下のとおり方針を定めております。

1．取締役

[基本方針]

　持続的な企業価値及び株主価値の向上のために、期待される役割を十分に果たすことへの意欲を高めるに相応しいものとします。株主総会の
決議の範囲内で、株主をはじめとするステークホルダーに対する説明責任を十分に果たすべく、報酬の内容及び決定手続きの両面において、合
理性、客観性及び透明性を備えるよう内容及び額を決定します。

[報酬の内容及び構成]

　当社の取締役の報酬は、基本報酬と業績連動報酬から構成するものとしております。

ａ．基本報酬

　金銭による月例の固定報酬とし、基本報酬の金額は、役位、職責等に応じて定めるものとし、取締役の報酬に関する社会的動向、当社の業績、
従業員給与との衡平その他報酬水準の決定に際し斟酌すべき事項を勘案の上、適宜、見直しを図るものとしています。

ｂ．業績連動報酬等に関する事項

　業績連動報酬は賞与及び株式報酬により構成しています。

　賞与：事業年度ごとの業績向上に対する貢献意欲を高めるため、業務執行を担う取締役に対し、中期経営計画等で定めた各事業年度の業績や
目標値に対する達成度合いに応じて、毎年、当該事業年度終了後の一定の時期に支給することとしております。

　株式報酬：株主との価値の共有を図り、中長期的な企業価値及び株主価値の向上に対する貢献意欲を高めるため、業務執行を担う取締役に対
し、株式交付信託制度を活用して、株式報酬を支給いたします。それぞれの役位に対応する基準額に、連結売上高及び連結営業利益の業績目
標達成度合いに応じて設定される率を乗じて得られる額から、１株当たりの帳簿価格を除して得られるポイントを毎年付与し、対象となる取締役が
取締役を退任した際に保有するポイント数に応じた当社株式を交付することとしています。（ただし、源泉徴収等のために信託において交付株式の
一部を売却し、当社株式に代わり金銭で交付しております。）

ｃ．各報酬の額の取締役の個人別の報酬の額に対する割合の決定に関する方針

　業務執行を担う取締役の種類別の報酬の割合につきましては、役位、職責、当社と同程度の事業規模を有する他社の動向等を踏まえて決定す
るものとし、比率の目安は、基本報酬を60～80％、業績連動報酬を20～40％とし、合計100％としております。

2．監査役

　監査役の報酬は、監査役の協議により決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　当社は、事業年度の開始前に取締役会の年間開催スケジュール及び予想される審議事項について決定し、社外を含む取締役及び監査役に通
知しております。

　当日の議論を活発に行うために、議論に関する資料は事前に配布を行い、疑義が生じた議題については、事務局へ質問と回答を求めるととも
に、必要な事前準備の機会を提供しています。

　また、取締役会規則において、取締役会の事務局を総務人事部に置くものと定めており、個々の取締役・監査役より情報提供を求められた場合
には、社内該当部署と連携の上、支援可能な体制を整えております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

(1)取締役会

　取締役会は、代表取締役社長をはじめとする取締役（社外取締役を含む）及び監査役（社外監査役を含む）が出席し、迅速かつ的確な経営判断
を行うため、毎月１回定期に行うとともに、必要に応じて臨時に開催し、重要事項はすべて付議され、業務執行状況についても随時報告されており
ます。

(2)経営会議

　経営会議は、代表取締役社長をはじめとする取締役（社外取締役を含む）、執行役員及び各部署責任者が出席し、経営及び業務の重要事項に
関する方針、計画及び実施状況を審議するため、毎月１回定期に開催しております。

(3)監査役会

　各監査役は、監査役会が策定した監査計画に基づき監査を行うとともに、取締役会への出席及び取締役会からの各種報告等の聴取を通じ、取
締役の職務執行を監査しております。

　また、内部監査室及び会計監査人と必要に応じ随時情報交換を行い、相互の連携を高め職務執行を十分に監視できる体制を整えております。

(4)内部監査室

　会社における種々のリスク顕在化を未然に防止する内部統制システムとして、代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、監査役との連携に
よる内部監査の強化を図っております。

(5)会計監査

　会計監査につきましては、有限責任 あずさ監査法人との間で監査契約を締結し、期中及び期末に会計監査を受けております。2021年３月期に

おいて業務執行した公認会計士は指定有限責任社員・業務執行社員である福島力及び宮一行男の２名のほか、業務補助者として公認会計士５
名、会計士試験合格者４名、その他３名であります。

(6)顧問弁護士

　外苑法律事務所との間で顧問弁護士契約を締結し、法律に関する諸問題について必要な助言・指導を受け、経営に法的なコントロール機能が
十分に働くようにしております。

なお、当社は、社外取締役３名及び社外監査役２名との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定



する契約を締結しております。当社の社外取締役及び社外監査役は、会社法423条第１項の責任につき、会社法第425条第１項に規定する最低責
任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　経営体制の強化、並びに経営に関する客観性、中立性を鑑み、社外監査役２名のほか、社外取締役３名を選任しており、実効性の高いガバナ
ンス体制が確保できるものと判断しております。　



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
当社では、株主が総会議案の十分な検討期間を確保できるよう株主総会招集通知の早
期開示を行っております。取締役会決議等の諸手続き完了後、招集通知発送前に当社
ウェブサイトにて閲覧ができるよう開示を行っております。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知の英訳版（要約）を作成し、東証ウェブサイト及び当社ウェブサイトに掲載してお
ります。

その他

当社のことをより理解いただくため、株主総会を本社で行うとともに、株主総会後に工場
等の施設見学会を行い、直接株主様のご意見を伺う機会を設けております。

ただし、本年については、新型コロナウイルスの感染拡大防止対策の一環として、工場等
の施設見学会は中止といたしております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

IR資料のホームページ掲載
個人投資家とアナリスト・機関投資家の情報格差をなくすため、発表当日に決
算短信（四半期含む）、事業報告、プレスリリース等について、当社ウェブサイ
トに掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲに関しましては、管理本部及び経営企画部にて対応しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
ＣＳＲ及び環境保全活動の一環として、ＩＳＯ１４００１の取得及び大気汚染防止法など様々
な法規制に対応すべく、環境対応装置（排ガス処理装置）の導入をしております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

＜当社の内部統制基本方針＞

１．当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という。）の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制

(1) 当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、「基本行動指針」及び「コンプライアンス・ヘ

ルプライン規程」を定め、法令・定款遵守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底する。

(2) コンプライアンス体制を構築するため、社長は統括責任者に当社の取締役を任命し、当社グループの法令違反の疑義、問題点の早期把握に

努める。

(3) コンプライアンス上の疑義及び問題点を発見した場合は、統括責任者を中心とした対策チームを設置し、その内容の調査、再発防止策を協議

のうえ、取締役会及び監査役へ報告する。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

(1) 当社の取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理規程」及び「情報セキュリティ規則」に基づき、適切に保存及び管理を行う。

(2) 当社の取締役及び監査役は、これらの文書等を常時閲覧ができるものとする。

３．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 当社グループのリスク管理については、「リスクマネジメント規程」及び「危機管理細則」に基づき、当社リスクマネジメント委員会による定期的

なリスクの洗い出し・分析評価を行うとともに、新たに生じたリスクについては、速やかに対策を講じるものとする。

４．当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 当社グループの取締役は、策定された経営計画に基づき、各部門が実施すべき具体的な業務目標を定め、その執行状況を検証し、業務に反

映させるとともに、取締役会にその達成状況を報告する。

(2) 当社グループの取締役は、職務分掌や責任権限を定めた社内規程に基づき、迅速な意思決定と機動的な職務執行を推進する体制を構築す

る。

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

(1) 当社は、子会社を管理する規程を定め、子会社の業務執行に係る重要事項について、報告又は当社への承認を得ることを求め、適切に管理

する体制を確保する。

(2) 内部監査室は、当社及び子会社の監査役と連携し、当社グループの業務執行の適法性、妥当性等を監査するほか、内部統制システムの整備

及び運用状況を監視する。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性
及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(1) 監査役からその職務を補助すべき使用人の求めがあった場合、監査役と協議のうえ専任又は兼任の監査役スタッフを配置する。

(2) 監査役スタッフが監査役の職務を補助するにあたっては監査役の指揮命令下に置くものとし、取締役からの指揮命令は受けない。

７．当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人等が当社の監査役に報告をするための体制及びその報告をしたことを
理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

(1) 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、法定の事項に加え、当社グ

ループに重大な影響を及ぼす事項又はそのおそれがある事項を速やかに当社の監査役に報告する。

(2) 当社グループの取締役及び使用人は当社監査役に対して当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないものとする。

８．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役は、代表取締役、会計監査人及び内部監査室と、定期的又は必要に応じて意見交換を行うほか、重要な会議への出席等により監査の

実効性を確保する。

(2) 監査役がその職務の執行について必要な費用の前払い等を請求したときは、速やかに当該費用又は債務を処理する。

９．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

(1) 反社会的勢力に対する方針を「基本行動指針」に定め、当社グループの取締役及び使用人への周知徹底を図り、被害の防止とその排除に取

り組む。

(2) 不当要求防止責任者を定め、不当要求を受けた場合の外部専門機関（顧問弁護士及び所轄警察署）との通報・連絡体制を構築することによ

り、適切かつ速やかな連携対応を図る。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

(1) 反社会的勢力に対する方針を「基本行動指針」に定め、当社グループの取締役及び使用人への周知徹底を図り、被害の防止とその排除に取

り組む。

(2) 不当要求防止責任者を定め、不当要求を受けた場合の外部専門機関（顧問弁護士及び所轄警察署）との通報・連絡体制を構築することによ

り、適切かつ速やかな連携対応を図る。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

〈適時開示体制の概要〉

１．会社情報の適時開示に関する基本的な考え方

　当社は経営の適法性、公正性の確保や透明性を向上させるための情報管理体制の構築に努めることが上場会社の重要な社会的責任のひとつ
であると認識しております。

２．会社情報の開示基準

　当社は、東京証券取引所の適時開示規則に従い情報の開示を行うこととしております。また、規則に該当しない情報につきましても、経営の透
明性の観点より必要であると判断した情報につきましては開示することとしております。

３．会社情報の適時開示に係る社内体制

　当社は、迅速且つ的確な経営判断を行うため、原則として毎月１回取締役会を開催するものとし、重要事項のほか業務執行状況についても随時
報告されております。また、経営および業務に関する方針、計画および実施状況を審議するための経営会議も毎月開催されております。

取締役会および経営会議の事務局はコーポレットユニットが務め、決定事実・発生事実の情報把握をするとともに、法務・株式・広報・IRなど適時
開示に関する業務および情報を集約させ、決議結果および発生事実を迅速に開示できる体制を取っております。

なお、情報開示につきましては、東京証券取引所のTDnetを用いて行い、必要に応じ東京証券取引所内の記者クラブへ資料配布するとともに、当
社ホームページに速やかに掲載し、積極的なディスクロージャーに努めております。

４．適時開示に係る社内体制のチェック機能

　当社では、社内体制のチェック機能の強化を図るため、監査役による取締役会への出席や取締役からの各種報告等の徴収を通じ、取締役の職
務執行を監視できる体制を とるとともに、会社における種々のリスク発生を未然に防止する内部統制システムとして、代表取締役直轄の内部監査

室を設置し、監査役との連携による内部監査の強化を図っております。

更に外部専門機関（監査法人、顧問弁護士等）と連携し、業務の適法性、妥当性や開示の要否等について助言・指導を得る体制にしております。




